
令和５年度事業計画 

１． 基本計画 

労働力人口の減少に伴い、地域の高齢者が今まで培ってきた経験と能力を発揮し、

地域社会の支え手として年齢に関わりなく活躍することが望まれており、その一翼

を担うセンター事業に対する期待はますます大きなものとなっております。 

そのため、登米市シルバー人材センターでは、関係機関のご指導・ご援助を頂き

ながら、『自主・自立・共働・共助』の基本理念のもと、積極的にセンター事業の普

及啓発を行い、多様な就業機会の確保と提供、生涯現役で活躍できる場の提供など、

健康で生きがいのある生活と、地域社会の支え手として活躍できるよう事業活動を

行います。あわせて、人生１００年時代を見据え、持続可能な社会の実現に向けた

センターの役割を十分に発揮できるよう事業を展開いたします。 

 

２．事業目標 

  ① 受託事業 

会 員 数 ９００人 

契 約 件 数  ３，８００件 

受託事業契約金額 ２７，６９２万円 

就業延人員 ４８，２００人日 

  ② 派遣事業 

派遣事業契約金額 内    訳 

１０，８００万円 
会員賃金・交通費 センター手数料 連 合 手 数 料 

８，７２０万円 １，５００万円 ５８０万円 

        ※派遣事業のセンター手数料には有給休暇取得等に係る支出予定分も含まれております。 

※事業目標の計画数値は、第３次中期活性化計画目標数値を修正して計画しております。 

３．重点事項 

（１） 会員の増強    （２）安全就業の徹底   （３）普及啓発活動の推進 

（４） 就業技能の向上  （５）運営財源の安定化  （６）事務局体制の強化 

（７） デジタル化への取り組み 

４．実施計画 

（１）会員の増強 

①  「会員による１人１会員入会促進運動」「夫婦での入会促進」「会員募集チラ

シ」「新聞折込チラシ」などを活用し入会促進を行います。 

②  「女性ならではの仕事の開拓」、「趣味・特技を活かした活動」の推進、「ち

ょこっとボランティア」の活動状況等を広くＰＲし、活躍の場を広めながら女

性会員の入会促進を図ります。 

③  会員から提案を募り、趣味や特技を活かした活動やボランティア活動等のグ

ループを立ち上げ、就業以外での活躍の場を広め、年齢に関わりなく会員とし

てセンターに関わりが持てるような仕組みづくりを進めます。 

④  就業上での悩みや不安、未就業会員を対象に随時就業相談を実施し、無理の

ない就業の提供に努めます。 



 

（２）安全就業の徹底 

  「安全はすべてに優先する」を基本とし、会員一人ひとりが安全就業と健康管理 

の重要性について周知徹底を図ります。 

① 就業現場の始業前状況確認・終業後の完了確認と周囲点検の励行 

② 飛散防止ネット及び工事看板等設置の徹底、就業現場での安全配慮の徹底 

③ 安全保護具着用の徹底 

④ 健康診断受診の推奨、就業前の健康チェック、熱中症予防対策の周知 

⑤ 就業現場の作業状況確認と安全指導の強化 

⑥ 安全就業推進大会を開催し、安全就業や交通事故防止の研修を実施 

 

（３）普及啓発活動の推進 

積極的にセンター事業の内容や会員募集等の広報活動を行い、新規利用者の獲 

得や入会希望者増大を目指し、広く普及啓発活動を実施します。 

① 新聞折込チラシや会員募集チラシによるセンターのＰＲ 

② ホームページ・SNSによる、センターの最新情報を発信 

③ 地元エフエム局・地域の情報誌などを活用した宣伝・広報活動 

 

（４）就業技能の向上 

会員と市民を対象に講習会を開催し、就業技能の向上と、特に就業会員の少ない

職種について、新規加入と後継者の育成に努めることにより就業体制の強化・就業

機会の拡大につなげます。 

   

（５）運営財源の安定化 

令和５年１０月から施行されるインボイス制度により新たな税負担が発生し、収

支相償が原則であるセンターの財政状況は極めて厳しくなることが必至です。その

ため、センター運営の基幹となる補助金について、継続して安定的に財政支援が受

けられるよう、国・市に対して引き続き強く要望します。あわせて、経費等の見直

し、節減に努め、長期にわたり安定した財政運営の実現に努めます。 

 

（６）事務局体制の強化 

事務局職員は、シルバー事業に適用される関係法令、就業に係る様々な相談やク

レームに対応できる能力、接遇など、業務を遂行する上で専門的な知識と能力が必

要となります。そのため、各種研修会や勉強会に積極的に参加し、事務局内で情報

共有を図り、職員のスキルアップを目指します。 

 

（７）デジタル化への取り組み 

生活のあらゆる場面にデジタル技術が浸透しており、今後ますます利用する機会

は多くなります。そのため、今まで利用したことのない会員も、気軽にデジタル環

境を利用できるよう支援を行います。あわせて、センター事務局内でもデジタル化

を進め、事務処理の効率化、簡素化を図り事務コストの低減を図れるよう環境整備

を進めます。 


